予算要求資料
平成３１年度当初予算　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：医務費
	事業名　小児在宅医療推進事業費

　　　　（地域医療介護総合確保基金事業）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部医療福祉連携推進課　障がい児者医療推進係
電話番号：058-272-1111（内2628）

E-mail：c11230@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　4,716千円（現計予算額：4,716千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,716
	0
	0
	0
	0
	0
	4,716
	0
	0

	要求額
	4,716
	0
	0
	0
	0
	0
	4,716
	0
	0

	決定額
	4,716
	0
	0
	0
	0
	0
	4,716
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
全国的に、医療技術の進歩等により出生時の救命率が向上する一方で、医療的ケアを要する重度障がい児のＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等での入院の長期化が、限られた急性期病床を圧迫する原因になっており、容体安定後の在宅へのスムーズな移行が課題となっている。

この課題に対応するためには、ＮＩＣＵを持つ急性期病院と、地域の医療、看護、福祉、行政等が連携した在宅支援体制の充実が不可欠である。
（２）事業内容

□小児在宅医療研究事業費（H30：4,016→H31:4,016千円）
小児在宅医療体制の充実に向け、県内外の医療・看護・福祉・教育・行政等の関係者が一堂に会して情報を共有しつつ、相互に理解を深め顔の見える関係を構築する場づくりとして、「岐阜県小児在宅医療研究会」を開催する。
また、全県域版のみならず、各圏域における医療・看護・福祉・教育・行政の関係者による多職種連携体制の構築に向け、圏域版の小児在宅医療研究会を開催

病院から在宅への移行など、地域によって支援の取組みは様々であることから、地域の特色に応じた支援体制の構築と連携体制の強化を図る。

□障がい児者支援を考える公開連続講座開催事業費(H30:700千円→H31:700千円）
障がい児者医療に携わる県内外の医師、看護師、理学療法士等を講師として招聘し、医療・福祉・教育等の関係者が、障がい児者支援の理解を深める場としての公開連続講座を開催する。

（３）県負担・補助率の考え方

地域医療介護総合確保基金を活用した県単独事業として実施する。

（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	2,729
	小児在宅医療研究会謝金、雇員賃金等

	旅費
	365
	講師等費用弁償、業務旅費等

	需用費
	354
	研修資料、会議費、印刷製本費等

	役務費
	340
	会議録作成、通信運搬費等

	委託料
	450
	圏域版小児在宅医療研究会、人材育成研修等

	その他
	478
	会場使用料

	合計
	4,716
	


	　決定額の考え方



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）で長期の療養を要した児などが在宅医療に移行する際、自宅および地域で安心して療養、生活できるよう、関係機関が連携して在宅医療を支える体制構築を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	小児在宅医療研究会参加者数
	0
（H24）
	1,698人
（H27）
	2,641（H28）
	3,141
（H29）
	3,300

（H31）
	95.2　％


○指標を設定することができない場合の理由
	



（前年度の取組）

	・岐阜県小児在宅医療研究会、東海三県小児在宅医療研究会の開催
・圏域版小児在宅医療研究会の開催（西濃圏域：於　大垣市）

・障がい児者医療・福祉を理解する連続公開講座の開催


（前年度の成果）

	・東海地域の小児在宅医療の関係者が一堂に会する東海三県小児在宅医療研究会をH30年2月10日に開催（岐阜県小児在宅医療研究会を兼ねて）。在宅重症心身障がい児者の支援に携わる方々の顔の見える関係づくりを通じて相互の知見やノウハウの共有を図った。
・平成29年8月から平成30年1月まで毎月１回、障がい児者医療に携わる県内外の医師、看護師、理学療法士等を講師に、医療・福祉関係者や県民延べ1,056名が障がい児者支援を考えるための公開連続講座を受講した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	医療技術の進歩等により出生時の救命率が向上する一方で、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等での入院の長期化が、限られた急性期病床を圧迫する原因になっており、容体安定後の在宅へのスムーズな移行が課題となっている。
　この課題に対応するためには、ＮＩＣＵを持つ急性期病院と、地域の医療、看護、福祉、行政等が連携した在宅支援体制の充実が不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	これまで開催した小児在宅医療研究会（第１回～８回：H25～）に約3,100名の関係者が参加し、これまで相互のつながりがなかった地域や職種を超えた連携強化が図られた。
　障がい児者支援の理解を深めるための公開連続講座にこれまで延べ4,812名（H26～H29）が参加し、医療・福祉・教育等の関係者がそれぞれ障がい児者の支援や取組みについて考える意識の醸成につながった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　これまで、難病対策や障がい福祉、医師・看護師確保対策など分野別の取組みはあったが、本事業によって小児在宅医療推進に焦点を当てた横割り横断的な取組みとすることで、無駄のない効率的な取組みとしている。
　また、国の地域医療介護総合確保基金を活用し、県の財政負担を抑制しながら、充実した内容の事業を行うこととしている。


（今後の課題）

	・重度障がい児の在宅医療を担う人材確保と多職種連携による相互支援ネッ

トワーク強化。


（次年度の方向性）
	・医療・福祉・教育など職種を超えた相互支援体制等の推進及び医療・療育

人材の確保対策を進める。


